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足利労働基準監督署監督課

労働基準監督官 伊東 理紗

運送業における時間外労働の
上限規制等について

令和８年10月26日

栃木労働局労働基準部
広報キャラクター「準華」



労働条件の明示
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明示方法

[原則]書面の交付
（労働条件通知書等）

[例外]労働者が希望する場合
① ファクシミリの送信
② 電子メール等の送信

明示事項
の追加

（R6.4～）

① 就業場所・業務の変更の範囲
② 有期労働契約の更新上限の
有無と内容

③ 無期転換申込機会、無期
転換後の労働条件

リーフレット
はこちら！

足利労働基準監督署



明示すべき事項
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絶対的明示事項（必ず明示） 相対的明示事項 （定めをした場合）

①労働契約の期間 ⑧退職手当適用対象の労働者の範囲、
退職手当の決定、計算・支払の方法、支
払の時期に関する事項

②有期労働契約の更新基準

③就業場所・従事する業務内容

④始業・終業時刻、所定労働時間超え
の労働の有無、休憩時間、休日、休暇、
交替制勤務の場合終業時転換に関す
る事項

⑨臨時に支払われる賃金、賞与等に関する事項

⑩労働者に負担させる食費・作業用品そ
の他に関する事項

⑪安全衛生に関する事項

⑤賃金の決定・計算・支払の方法、
締切・支払の時期に関する事項

⑫職業訓練に関する事項

⑬災害補償、業務外傷病扶助に関する事項

⑥退職に関する事項（解雇事由含） ⑭表彰、制裁に関する事項

⑦昇給に関する事項 ⑮休職に関する事項
足利労働基準監督署



賃金支払の５原則
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原則 例外

① 通貨で
法令や労働協約に現物支給の定めがある場合、
金融機関口座振込による支払いに関する労使
協定に基づく場合

② 直接

③ 全額を 公租公課、労使協定に基づく賃金控除

④ 毎月1回以上 臨時支給の賃金、賞与、査定期間が1か月を超
える場合の精勤手当等⑤ 一定期日に

足利労働基準監督署



割増賃金と割増賃金率引上げ
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割増賃金：法定労働時間を超える労働や法定休日た労働に対し支払われる賃金

労働の種類
時間外労働 深夜労働 休日労働

週40時間、1日8時間
を超えて働いた場合

22時から5時までの時
間に働いた場合

週に1回又は4週4回の
法定休日に働いた場合

割増賃金率 +25％ +35％

月60時間超の割増賃金
率の引上げ（R5.4.1~）

１日８時間・１週40時間を超える労働時間

月60時間以下 月60時間超

R5.3.31以前
大企業 25% 50%

中小企業 25% 25%

R5.4.1改正
大企業 25% 50%

中小企業 25% 50%

大企業・中小企業
の両方に同じ割増賃
金率が適用されるよ
うになったんだね！

リーフレット
はこちら！

足利労働基準監督署



割増賃金の計算方法
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割町賃金の単価は、時間額に換算して計算

(例)
月給制
の場合

月決め賃金や諸手当の支給総額
年間平均１か月所定労働時間数

×
1.25
(1.35)

※割増賃金の算定基礎から除外できる諸手当

①家族手当 ②通勤手当 ③別居手当
④子女教育手当 ⑤住宅手当
⑥臨時に支払われた賃金
⑦１か月を超える期間ごとに支払われる賃金

足利労働基準監督署

詳細はこちら！



休業手当

令和８年10月26日 7

対象となる
休業

使用者の責に帰すべき事由による休業
(例)仕事が少ない日に労働者を帰宅させた

義務内容
休業期間中、労働者に対し、平均賃金の100分の60以
上の手当を支払う

平均賃金の
計算方法
(労基法第
12条)

平均賃金算定事由
発生日以前３か月
間の賃金総額

÷当該期間の暦日数……………①

÷当該期間の労働日数×0.6…②

※賃金が日給制や時間給制、出来高払の場合→①と②
のうち金額が高い方を採用(最低保障)
※賃金締日有→起算日＝直前賃金締日

足利労働基準監督署



最低賃金
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最
低
賃
金

地域別最低賃金

雇用形態を問わず全ての労働者に適用される、都道
府県ごとに定められた賃金

特定最低賃金

特定地域の特定産業について定められた最低賃金

1,125円R8.10～栃木県最低賃金

（予定）

今年も改訂
があります！

足利労働基準監督署



労働時間、休憩、休日
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労
働
時
間

[原則]１週:40時間､１日:８時間
[例外]１週:44時間､１日:８時間
※労働者10人未満の商業、映画・演劇業（映画の製作の事業を
除く）、 保健衛生業、接客娯楽業

休
憩

労働時間6時間超8時間未満：45分以上
労働時間8時間超 ：1時間以上

→労働時間の途中に与える

休
日

[原則]毎週１回 [例外]４週を通じ４日以上
（午前０時～午後12時の継続24時間）

足利労働基準監督署



自動車運転者の労働時間等の改善のための
基準(改善基準告示)
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「自動車運転者の労働時間等の改善の
ための基準」（改善基準告示）は、
トラック等の自動車運転者について、労
働時間等の労働条件の向上を図るため、
その業務の特性を踏まえ、すべての産業
に適用される労働基準法では規制が
難しい拘束時間（始業から終業ま
での時間（休憩時間を含む))、
休息期間（勤務と勤務の間の
自由な時間）、運転時間
等の基準を定めたもの。

制定の経緯

労働時間等の改善を定めた局
長通達の策定（昭和42年）

・長時間労働、交通事故の増加
・路面運送における労働時間及び
休息期間に関するILO条約採択

拘束時間、休息期間等の基準を定めた局
長通達の策定（昭和54年）

中央労働基準審議会での関係労使の議論

通達を大臣告示とすることで労使が合意し、
「改善基準告示」を策定（平成元年）

※告示制定以降、法定労働時間が段階的に短縮し、週40時間制
への移行に伴い見直しが行われたが、平成9年以降は、令和4年に
至るまで内容を伴う改正は行われていなかった。
足利労働基準監督署



改正改善基準告示の概要（トラック①）
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＜改正後＞＜旧告示＞
年3,300時間、
月284時間以内

【例外】 以下の①②を満たし、労使協
定を締結した場合年3,400時間以内・
月310時間以内（年6か月まで）

１か月293時間以内
【例外】労使協定により、次のとおり延長可
年3,516時間以内の範囲で
月320時間以内（年６か月まで）

１年、
１か月の
拘束時間

原則13時間以内
（上限15時間、14時間超週2回までが目安）
【例外】宿泊を伴う長距離貨物運送の場合(※)、

継続16時間まで延長可（週2回まで）
※１週間における運行がすべて長距離貨物運送（一の運行の走行距離が450km以上の
貨物運送）で、一の運行における休息期間が住所地以外の場所におけるものである場合

原則 13時間以内（上
限16時間、15時間超は
週2回まで）

１日の
拘束時間

継続８時間
以上

継続11時間以上付与が努力義務・9時間を下回らない
【例外】宿泊を伴う長距離貨物運送の場合(※)、 継続８時間以上（週2回
まで）、 休息期間のいずれかが９時間を下回る場合は、運行終了後に継
続12時間以上の休息期間を与える

１日の
休息期間

① 284時間超は連続3か月まで
② 【努力義務】時間外・休日労働時間数

が月100時間未満

足利労働基準監督署



改正改善基準告示の概要（トラック②）
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＜改正後＞＜旧告示＞

運転時間

連続
運転時間

2日平均1日当たり9時間以内
2週平均1週当たり44時間以内

予期し得
ない事象
【新設】

4時間以内（運転の中断は、１回連続
10分以上、合計30分以上）

現行どおり

４時間以内
 運転の中断時は原則として休憩を与える

（1回概ね連続10分以上、合計30分以上）
【例外】 SA・PA等に駐停車できず、やむを得ず4
時間を超える場合、4時間30分まで延長可

予期し得ない事象への対応時間を、1日の拘束時間、運転時間（2日平均）及
び連続運転時間から除くことができる（※１，２）

勤務終了後、通常どおりの休息期間（継続11時間以上を基本、9時間を
下回らない）を与える

※1 予期し得ない事象とは、次の事象をいう。
・運転中に乗務している車両が予期せず故障したこと
・運転中に予期せず乗船予定のフェリーが欠航したこと
・運転中に災害や事故の発生に伴い、道路が封鎖されたこと又は道路が渋滞したこと
・異常気象（警報発表時）に遭遇し、運転中に正常な運行が困難となったこと
※2 運転日報上の記録に加え、客観的な記録（公的機関のHP情報等）が必要。

足利労働基準監督署



改正改善基準告示の概要（トラック③）
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＜改正後＞＜旧告示＞

分割休息
特例

２人乗務
特例

隔日勤務
特例

継続8時間以上の休息期間付与が困難な場合
✓ 分割休息は1回4時間以上、休息期間合計は

10時間以上
✓ 一定期間（2か月程度）における勤務回数の

2分の1が限度

車両内に身体を伸ばして休息できる設備が
ある場合、拘束時間を20時間まで延長し、
休息期間を4時間まで短縮可

2暦日の拘束時間は21時間・休息期間は継続20時間以上
【例外】仮眠施設で夜間4時間以上の仮眠を与える場合、拘束24時間まで延
長可（2週間に3回まで）

✓ フェリー乗船時間は原則として休息期間（減算後の休息期間は、フェリー下船時刻
から勤務終了時刻までの間の時間の2分の1を下回ってはならない）

✓ フェリー乗船時間が8時間を超える場合、原則としてフェリー下船時刻から次の勤務
が開始される

【例外】車両内ベッドの要件（※）を満たす場合
※車両内ベッドが長さ198cm以上かつ幅80cm以上の連続した平面であり、
かつクッション材等により走行中の路面等からの衝撃が緩和されるものであること

✓ 拘束時間を24時間まで延長可（運行終了後継続11時
間以上の休息期間付与が必要）

✓ 仮眠時間を8時間以上与える場合、拘束時間をさらに28
時間まで延長可

フェリー
特例

継続9時間以上の休息
期間付与が困難な場合

現行規定＋次の例外を追加

現行どおり

現行どおり

✓ 分割休息は１回３時間以上、一定期間中
（1か月程度）の勤務回数の2分の1が限度

✓ 休息期間合計が2分割10時間以上・3分割
12時間以上

✓ ３分割が連続しないよう努める

足利労働基準監督署



トラックドライバーの労働時間の上限規制

令和８年10月26日 14

～R6.3.31 R6.4.1～

※大臣告示（限度基準告
示）の適用なし

上限なし

法定労働時間

（例外）法律による上限

✓年960時間
（原則）法律による上限

✓月45時間
✓年360時間

１年間（12か月）

限度時間

特別条項

長時間・過重労働の実態にある
自動車運転者の時間外労働の
削減や過労死等防止といった観
点から見直しを行うもの

36協定を締結し、所轄の労働基準
監督署に届け出る必要有

法定労働時間を超える
法定休日を確保できない原則 場合…

改正「改善基準告示」が
R6.4.1適用

足利労働基準監督署



36協定記載例（様式第9号の3の4）

●協定届に「別添
協定書記載のとお
り」と記載した場合
には、協定書も添
付して所轄の労働
基準監督署長に届
け出てください。

令和８年10月26日 15足利労働基準監督署



36協定記載例（様式第9号の3の5）
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●改善基準告示について
は、パンフレットやQ＆A
もご参照ください。
トラック運転者の改
善基準のポイント
（パンフレット）

改善基準告示
に関するQ＆A

足利労働基準監督署



36協定記載例(協定書) （トラック）
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協定書には赤枠部分を参考に改善基準告示との関係を定めるよ

うにし、改善基準告示を遵守してください。
足利労働基準監督署



拘束時間の延長に関する協定書記載例

労使協定を締結した場合における
トラック運転者の拘束時間の上限
◆ 月310時間以内(年６回まで、
月284時間超は連続３か月ま
で）、年3,400時間以内

◆ [努力義務]時間外・休日労働
時間数が月100時間未満

◆ 労使協定書については、
所轄労働基準監督署
長への届出不要
（ただし社内で保
管しておくこと）

令和８年10月26日 18足利労働基準監督署



過重労働による健康障害

「時間外・休日労働時間」

＝月総労働時間－(その月の暦日数÷7×40)

令和８年10月26日 19

時間外労働や休日労働等
の時間数を全て足し合わせる

カレンダーの日数
(28、29、30、31)

１週間＝７日間 週法定労働時間

足利労働基準監督署



労働時間の適正な把握
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◆ 使用者が自ら確認するか、タイムカード等客観
的な記録を基礎として確認する

◆ やむを得ず自己申告により把握する場合、ガイ
ドラインに基づく措置を講じる必要がある

労働時間の
適正把握

◆ 使用者の指揮命令下に置かれる時間を指す
◆ 使用者の明示または黙示の指示により労働者
が業務に従事する時間は労働時間に当たる

◆ 業務の準備・後始末の時間や研修・教育訓
練を受ける時間、待機の時間も同様

労働時間
とは

【参考】拘束時間と休息期間の違い
▸ 拘束時間：労働時間、休憩時間その他の使用者に拘束されている時間
▸ 休息期間：使用者の拘束を受けない期間

24:00

08:00 21:00

00:00

拘束時間休息期間 休息期間

労働時間

休憩時間

拘束時間 作業時間
（運転・整備等）

手待ち時間
（荷待ち等）

リーフレット
はこちら！

「労働時間の
適正な把握の
ために使用者
が講ずべき措
置に関するガ
イドライン」

足利労働基準監督署



労働時間把握・管理の一例

日付
出退勤時刻

出勤 早出 始業 休憩始 休憩終 終業 残業終 退勤

10月１日（木） 8:20 8:30 12:05 13:05 17:30 19:30 19:13

10月２日（金） 7:58 8:00 8:30 12:00 13:00 17:30 18:30 18:40

10月３日（土） 8:25 8:30 11:50 12:50 17:30 17:38

:
:

令和８年10月26日 21

リーフレット
はこちら！

「労働時間を
適正に把握し
正しく賃金を支
払いましょう」◆ １日30分未満の時間外労働時間を一律切り捨て

（例外：１ヶ月集計時の30分未満の場合）
◆ 一定時間以上の単位でないと残業申請を認めない
◆ 始業前の作業を労働時間と認めない
◆ 法定の手続を経ず、時間外労働時間数を代休や
時間単位の休暇として消化させ相殺してしまう

労基法違反となるNG管理例

足利労働基準監督署



年次有給休暇（原則）
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年次有給休暇の
付与要件

①６か月継続勤務すること

②所定労働日の８割以上出勤

↓

年次有給休暇の付与日数（一般の労働者）
勤続年数（単位：年） 0.5 1.5 2.5 3.5 4.5 5.5 6.5

付与日数（単位：日） 10 11 12 14 16 18 20

※ただし、パートタイム労働者等の所定労働日数が少ない
労働者（所定労働時間が週30時間未満で、かつ、週所定労働日数が

４日以下または年間の所定労働日数が216日以下の者）については、
所定労働日数に応じて比例付与されます。

足利労働基準監督署



付与日数（比例付与の場合）
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所定労働日数
（単位：日）

勤続勤務年数（単位：年）

0.5 1.5 2.5 3.5 4.5 5.5
6.5
以上週 年

4 169～216 付
与
日
数
（
単
位
：
日
）

7 8 9 10 12 13 15

3 121～168 5 6 6 8 9 10 11

2 73～120 3 4 4 5 6 6 7

1 48～72 1 2 2 2 3 3 3

足利労働基準監督署



年５日の取得義務
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対
象
者

年次有給休暇の法定付与日数が
年間10日以上となる者
※管理監督者や短時間勤務労働者（パート労
働者）、有期雇用労働者等も含む

義務
内容

労働者ごとに年次有給休暇を付
与日（基準日）から１年の間に
５日間取得させる

取得
方法
の例

時季指定（既に対象の労働者が
５日以上取得済であれば不要）、
労働者の希望、計画的付与

リーフレット
はこちら！

「年５日の年次有給休暇の確実
な取得 わかりやすい解説」

足利労働基準監督署



累進歩合制度廃止にご協力ください

令和８年10月26日 25

※ 営業収入の区分の額に
達するごとに歩率が変
動し、歩合給は各区分
間の運賃収入等にその
対応する比率を乗じた
金額を合計する制度
(いわゆる積算歩合正
制)は禁止されていない。

営業収入等の最も高い者又はごく一部の労働者しか達成し
得ない高い営業収入等を達成した者のみに支給する制度

営業収入等に応じて歩合給の額が非連続的に増減する制度

累進歩合制度とは

累進歩合給

営業収入等を数段階に区分し、その営業収入の区分の額に
達するごとに一定額の加算を行う制度※

トップ賞

奨励加給

以下のような賃金制度は廃止してください!!

→長時間労働やスピード違反の可能性大・交通事故発生の懸念

足利労働基準監督署



就業規則
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作成・届出
義務

常時10人以上の労働者を使用する場合
→作成→労働者代表の意見を聴取→所轄労働基
準監督署長に届出（内容の変更時も同様）

就業規則の記載事項
絶対的必要記載事項（必ず記載） 相対的必要記載事項 （定めをする場合）

①始業及び終業時刻、休憩時
間、休日、休暇、交替制勤務の
場合終業時転換に関する事項

④退職手当に関する事項

⑤臨時の賃金（賞与）・最低賃金額に関する事項

⑥食費・作業用品等の負担に関する事項

②賃金の決定、計算・支払の方
法、締切・支払の時期並びに昇
給に関する事項

⑦安全衛生に関する事項

⑧職業訓練に関する事項

⑨災害補償、業務外傷病扶助に関する事項

③退職に関する事項（解雇事
由含）

⑩表彰、制裁に関する事項

⑪その他全労働者に適用される事項

足利労働基準監督署



就業規則の作成・届出

【届出に必要なもの】
①就業規則（変更）届
②労働者代表の意見書
（内容への賛成・反対等は不問）
③就業規則本体
（変更時は新旧対照表等）

【参考】モデル就業規則
（厚生労働省HP、R7.12現在)

令和８年10月26日 27

具体的にどんな文
章を書いたらいいか、
悩んだ時は…

足利労働基準監督署



法令等の周知
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周知
すべき
もの

① 法令等の要旨
② 就業規則
③ 労使協定
（例）36協定届、変形労働時間制に

関する届出、賃金控除協定 等

周知
方法

① 常時各作業場の見やすい場所に掲示・備付
② 書面交付
③ 磁気テープや磁気ディスク等に記録かつこれら
を常時確認できる機器の各作業場への設置

足利労働基準監督署



調製すべき労務管理書類
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保存が必要な書類

① 労働者名簿
② 賃金台帳
③ 雇入れ、解雇に関する書類
④ 災害補償に関する書類
⑤ その他労働関係の重要書類
（例）労使協定書、タイムカード、

出勤簿 等
保存年限

5年（R2.4.1～。ただし経過措置に
より当面の間3年）

詳細は
こちら！

「未払賃金が請求できる期
間などが延長されています」

足利労働基準監督署



健康診断
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労働安全衛生法に基づく健康診断の実施

健
康
診
断
の
種
類

一般健診
雇入時健診、定期健診、
特定業務従事者健診
((例)深夜勤務) 等

特殊健診
有機溶剤等健診、
四アルキル鉛健診 等

じん肺健診

歯科医師による健診

結果の記録 個人票は一定期間保存

健康診断
結果報告書

労働者数や健康診断の種
類に応じ監督署に提出

リーフレット
はこちら！

「労働安全衛
生法に基づく
健康診断を実
施しましょう」

足利労働基準監督署



健康診断実施後の措置
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異
常
所
見
「
有
」
の
場
合

就
業
区
分
の
決
定

(

医
師
等
に
よ
る
意
見
聴
取)

通常
勤務

これまでどおり安全に配
慮させながら勤務させる
ことができる

就業
制限

就業場所変更、作業
転換、労働時間短縮、
深夜勤務回数減等の
措置を講じる

要休業
療養のため休暇や休職
等により一定期間勤務
させない措置を講じる

※医師等による意見聴取≠二次健診、精密検査
※有所見者が生じた場合、毎年実施する必要有

「労働安全衛生法に基づく健康診断
実施後の措置について」

リーフレット
はこちら！

二次健診や精密検査とは別
物の制度だから注意だよ！

一言メモ

足利労働基準監督署



地域産業保健センターとは

労働者50人未満の事業場が、健康診断実施後の医師の
意見聴取制度をはじめとする各種産業保健サービスを無料
で利用することができる外部機関

令和８年10月26日 32

※同センターを利用した意見聴取実施した場合、
以下のようなイメージで、健康診断結果個人票に
医師の就業上の意見が記載されることになる↓

指 導 日 ● 年 ● 月 ● 日

産業医の氏名 健 康 太 郎

医 師 の 意 見 通常勤務・就業制限・要休業

宇 都 宮 地 域 産 業 保 健 セ ン タ ー

センターへ
の登録申込

各種サービスの
利用申込

詳細は
こちら！

足利労働基準監督署



参考：各種支援制度①

中小事業主に対する
「労働時間相談・支援班」の訪問支援

「栃木働き方改革推進支援センター」の活用
令和８年10月26日 33

各労働基準監督署
の職員が各事業場
へ訪問し、労務管理
におけるお悩みに対
し、きめ細やかな支
援をいたします。

厚生労働省の委託
事業として、専門家
によるコンサルティング
やセミナー等を実施
しています。

詳細は
こちら！

足利労働基準監督署



参考：各種支援制度②

令和８年10月26日 34

01 02 03

主要様式やリーフ
レットのダウンロード

電子申請の
促進

働き方改革
取組事例等

◆実際の取組事例や
助成金について知り
たい時は「働き方改
革特設サイト」で検
索！

◆労働条件ポータル
サイトからアクセス！

◆リーフレットや36協
定等の届出様式の
ダウンロードは「労働
基準法関係様式」
で検索！

詳細は
こちら！

詳細は
こちら！

リーフレット様式

足利労働基準監督署

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000184033.html
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ご清聴ありがとうございました！

足利労働基準監督署
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